
 

事 務 連 絡 

 令和６年１月２６日 

 

各都道府県財政担当課 

各都道府県市区町村担当課 

各都道府県議会事務局   御中 

各指定都市財政担当課 

各指定都市議会事務局 

 

  

総務省自治財政局財政課  

 

 

令和５年度一般会計予備費の使用に伴う地方負担への対応等について 

  

政府は、令和６年１月２６日に、令和５年度一般会計予備費の使用を閣議決

定したところであります（別添資料参照）。 

これに伴う財政措置等として別紙のとおり講ずることを予定しておりますの

で、お知らせいたします。 

貴都道府県内の市区町村及び市区町村議会に対しても速やかに措置の内容を

御連絡いただくようお願い申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 
 

                                            【担当】 

                       総務省自治財政局 

                        財政課財政計画係 冨澤 

                        電話 03-5253-5612 

 

 



 

（別紙） 

 

第１ 一般会計予備費に係る追加の財政措置 

  政府は、令和６年１月２６日に、令和５年度一般会計予備費

（１，５３４億円）の使用を閣議決定したところである（別添資料参照）。 

今回の予備費使用においては、歳出の追加に伴う地方負担が生じるこ

とから、これに対しては以下のとおり財政措置を講ずる予定である。 

なお、詳細については、別途お知らせすることとしている。 

１ 今回の一般会計予備費の使用により令和５年度に追加されることとなる

投資的経費に係る地方負担額については、原則として、その１００％まで

地方債を充当できることとし、後年度においてその元利償還金について以

下のとおり地方交付税により措置することとしている。 

(1) 災害復旧事業債 

① 補助災害復旧事業債 

補助災害復旧事業債の後年度における元利償還金については、そ

の９５％を公債費方式により基準財政需要額に算入すること。 

② 災害対策債 

ア 令和６年能登半島地震により「被災者生活再建支援法」（平成

１０年法律第６６号）が適用された石川県並びに「被災者生活再

建支援法」及び「災害救助法」（昭和２２年法律第１１８号）が

適用された市町村は、「災害対策基本法施行令」（昭和３７年政

令第２８８号）第４３条第３項に基づき災害対策債を発行できる

こととすること。 

イ なりわい再建支援事業（地方公共団体が補助する経費の２／３

を国が補助する場合）及び災害廃棄物処理事業に係る災害対策債

の後年度における元利償還金については、その９５％を公債費方

式により基準財政需要額に算入すること。 

ウ 災害救助費（特別交付税措置を講じた残余の地方負担額に限

る）に係る災害対策債の後年度における元利償還金については、

その５７％を特別交付税により措置すること。 

③ 一般単独災害復旧事業債 

一般単独災害復旧事業債の後年度における元利償還金について

は、地方公共団体の財政力に応じ、その４７．５％～８５．５％を

公債費方式により基準財政需要額に算入すること。 

(2) 補正予算債 



 

① 災害関連事業 

補正予算債を充当できることとし、後年度における元利償還金の

８０％を公債費方式により基準財政需要額に算入すること。 

② 災害援護貸付金 

資金手当として補正予算債を充当できること。 

２ 今回の一般会計予備費の使用により令和５年度に追加されることとなる

地方債の対象とならない経費については、以下のとおり財政措置を講ずる

こととしている。 

(1) なりわい再建支援事業 

地方公共団体が補助する経費の２／３を国が補助する場合、災害対

策債の発行要件を満たさない地方公共団体においては、地方負担額の

９５％を特別交付税により措置すること。 

なお、地方公共団体が事業者負担に対して総事業費の３／４以内で

補助する経費の１／２を国が補助する場合、地方負担額の７０％を特別

交付税により措置すること。 

(2) 災害廃棄物処理事業 

災害対策債の発行要件を満たさない地方公共団体においては、地方

負担額の９５％を特別交付税により措置すること。 

(3) 災害救助費 

災害救助費に要する経費の４０％（地方負担額を限度）に対して、

特別交付税により措置すること。 

(4) その他 

上記(1)～(3)以外の事業に係る地方負担については、所要の特別交

付税措置を講ずるほか、地方公共団体が行う公共施設又は公用施設の整

備事業等について、当該事業に係る通常の地方債に加え、当該地方負担

の額の範囲内で地方債を充当することが可能な額を対象として、資金手

当として補正予算債を充当できること。 

 

第２ 地方税等の減収に係る財政措置 

歳入欠かん債の発行要件を満たす地方公共団体（上記第１の１(1)②ア

と同様）においては、令和６年能登半島地震に伴う地方税等の減免による

減収額について、その１００％まで歳入欠かん債を発行できることとし、

後年度における元利償還金については、発行年度における標準税収入額に

占める発行額の割合に応じ、その７５％～８５．５％を公債費方式により

基準財政需要額に算入する予定である。 



 

なお、詳細については、別途お知らせすることとしている。 

 

第３ 地方公営企業に係る財政措置 

能登半島地震により被害を受けた地方公営企業が実施する施設の復旧

等に要する経費に係る財政措置については、別途お知らせすることとして

いる。 

 



令 和 ５ 年 度 一 般 会 計 予 備 費 使 用 

令 和 ６ 年 １ 月 ２ ６ 日 

閣 議 決 定

災 害 関 係 経 費 

内閣府所管 

能登半島地震による被災地域の緊急支援に必 １，２５０，１７６千円 

要な経費

被災者生活再建支援に必要な経費 ３，６８６，８６１ 

災害救助等に必要な経費 ３８，０４９，３９３ 

警察の部隊が実施する災害警備活動に必要な  ７０７，４０３ 

経費 

児童福祉施設等設備災害復旧に必要な経費 １５１，２１６ 

児童福祉施設等災害復旧に必要な経費 ８４０，７９７ 

総務省所管 

災害対策用衛星通信機器等の整備・貸与に必 １３５，４０３ 

要な経費 

緊急消防援助隊が行う災害救助活動等に必要 ８２５，２７１ 

な経費 

厚生労働省所管 

医療施設等災害復旧に必要な経費 １，６９７，９９７ 

水道施設整備事業調査に必要な経費 ２０１，０００ 

生活福祉資金貸付の特例措置に必要な経費  ７８３，９７８ 



  社会福祉施設等災害復旧に必要な経費     １，８９９，２０１千円 

  社会福祉施設等設備災害復旧に必要な経費     ６２２，０１１ 

  水道施設災害復旧事業に必要な経費        ３４７，７０６ 

  

 農林水産省所管 

  被災農業者支援事業に必要な経費       １，９９６，３５２ 

  農業水利施設等の点検・調査等に必要な経費    １８０，５０９ 

  農家等の営農再開支援に必要な経費        ２００，３９６ 

  農畜産物共同利用施設等の整備に必要な経費  ３，３４５，３９０ 

  農用地等の補修等に必要な経費          １００，２５１ 

農業用施設等の点検・調査等に必要な経費     ４３６，５１９ 

  農業施設災害復旧事業に必要な経費      １，０７４，２０１ 

  治山事業調査に必要な経費          １，４９９，７００ 

木材加工流通施設等の整備に必要な経費      ４３３，０００ 

共同利用漁船等復旧支援対策事業に必要な経    １０７，３３３ 

費 

漁場等の機能回復に必要な経費          ９０１，４５７ 

水産業共同利用施設の整備に必要な経費      ３９０，８０４ 

水産基盤整備事業調査に必要な経費      １，３３０，４０６ 

   

 経済産業省所管 

被災商店街等再建支援事業に必要な経費      ５０２，０４９ 

  なりわい再建支援事業に必要な経費     １９，９５７，７６７ 

 

 国土交通省所管 

  下水道事業調査に必要な経費           ２０１，０００ 

  河川維持修繕事業に必要な経費          ２２３，５００ 

  総合流域防災対策事業に必要な経費        １００，０００ 



  道路維持管理に必要な経費            ３４３，３０８千円 

  地域鉄道の代行バスによる代替輸送に必要な     ２８，４０１ 

  経費 

  道路等災害復旧事業等に必要な経費     ３３，７４２，６００ 

  測地基準点の復旧測量に必要な経費        １９８，６１３ 

  旅行需要の早期回復に必要な経費      １０，４０８，８４８ 

 

 環境省所管 

  災害廃棄物処理事業に必要な経費      ２０，２３５，０００ 

  廃棄物処理施設災害復旧事業に必要な経費     ３９１，０００ 

 

 防衛省所管 

  自衛隊の部隊が実施する災害派遣活動等に必    ８５３，９３７ 

要な経費            

自衛隊施設災害復旧に必要な経費       ３，０３６，５９１ 

 

            計         １５３，４１７，３４５ 

 

 

 

 

 

（ 参 考 ） 

  予 備 費 予 算 額             ５００，０００，０００千円 

  前回までの使用累計額             ３８，１７１，４２８ 

  今 回 使 用 額             １５３，４１７，３４５ 

  差 引 残 額           ３０８，４１１，２２７ 

 




